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〔論 説〕

プールの安全管理をめぐる法制度（上）：

「ライフセービングと法」の研究（２）

佐 藤 義 明*

１．はじめに

前稿は、プールの設置者・管理責任者・監視員などとそのプールの利用

者１との関係を取りあげて、関連する判決を中心に検討した２。本稿はそ

れを引き継ぎ、同様の関係を規律する法令を中心に検討する 学校事故

については別稿において詳細に検討することにして、適宜言及するに止め

る。

（１）プールの安全管理を現在取り上げる意義

日本において、プールはおおむね増加する傾向が続いてきた。それは、

例えば、1949年に制定された社会教育法が、第２条において、社会教育を

「主として青少年及び成人に対して行われる組織的な教育活動（体育及び
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＊ 富田武教授は、アジア・太平洋戦争や冷戦の時期を中心に、人の生と死に係

わる問題を国家と暴力を焦点として、深く追究されてきた。富田教授の退職

を記念する本号に掲載される本稿が、日常のなかに潜む生と死の問題を扱う

点で、敬愛する教授の学恩への感謝の念をお伝えするものとなることを願っ

ている。

１ プールに実際に入る者を遊泳者と呼び、遊泳者に加えて付添者を含むプール

の利用者と区別することがある。愛知県健康福祉部健康担当局生活衛生課

「プール管理の手引」（2013年３月）14頁参照

２ 佐藤義明「プールの安全管理をめぐる法的問題：『ライフセービングと法』

の研究（１）」成蹊法学75号133頁（2011年）。
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レクリエーションの活動を含む）」と定義したうえで、第３条１項におい

て、国などに「社会教育の奨励に必要な施設の設置及び運営…その他の方

法により、すべての国民があらゆる機会、あらゆる場所を利用して、自ら

実際生活に即する文化的教養を高め得るような環境を醸成するように努め

なければならない」と規定し、プールの設置も同条にいう方法に含まれる

とされたことによる３。日本の水泳施設は、2008年現在、屋外プールが

31,315、屋内プールが4,529、レジャー・プールが563および海水浴場など

が429開設されており、計36,836に及ぶ ただし、レジャー・プールは、

1996年に1,432存在して以降減少傾向にある４。

学校プール事故は、「昭和40年代から」問題として取り上げられてきた

といわれる５。しかし、そのように取り上げられ始めてから約20年経った

プールの安全管理をめぐる法制度（上）：「ライフセービングと法」の研究（２）

（ ）140285

３ プールの設置を奨励する法律として、①社会教育法に加えて、②都市公園法

も、第１条で、「都市公園の健全な発達を図り、もつて公共の福祉の増進に資

する」ものとして、第２条２項５号で、プールを「公園施設」の１つと位置

づけている。③総合保養地整備法（リゾート法）も、第１条で、「スポーツ、

レクリエーション…等の多様な活動に資するための総合的な機能の整備を…

促進する措置を講ずる」ものとして、第２条で、「スポーツ又はレクリエーショ

ン施設」を「特定施設」としたうえで、第11条で、国などが「公共施設の整

備の促進に努めなければならない」としている。この「特定施設」にプール

も含まれる。④医療法第42条４号も、「疾病予防のために有酸素運動を行わせ

る施設であって、診療所が附置され、かつ、その職員、設備及び運営方法が

厚生労働大臣の定める基準に適合するものの設置」を医療法人に認めている

ところ、プールもそのような施設に当たるとされている。以前は、雇用促進

事業団法第19条５号も、同事業団が「労働者のための…体育又はレクリエー

ションの施設その他の福祉施設の設置及び運営を行う」ものとし、また、2007

年改正前の雇用保険法第64条１項３号も、「体育又はレクリエーションの施設

その他の福祉施設を設置し、及び運営すること」を雇用保険事業の１つとし

ており、両法も勤労者福祉施設としてプールが設置される基礎となっていた。

４ 文部科学省「我が国の体育・スポーツ施設現況調査：平成20年」（2008年９月

24日、20文科ス第627号）参照。

５ 江澤和雄「学校安全の課題と展望」レファレンス59巻11号29,32頁（2009年）

参照。スポーツ安全協会「平成21年度スポーツ安全保険の加入者及び各種事

故の統計データ」によれば、スポーツ事故全体における水泳事故の割合は0.16

％にすぎないが、スポーツ事故各種のなかで、水泳事故に係わる裁判例は最

も多いといわれる。日本弁護士連合会弁護士業務改革委員会スポーツ・エン

ターテインメント法促進PT編『スポーツ事故の法務：裁判例からみる安全配

慮義務と責任論』68頁（2013年）参照。
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時点においても、スポーツ事故や学校災害に関する文献は存在するものの、

プール事故という枠組みで整理されたものは皆無に近く、プール事故を取

りあげる場合にも、「事故原因はといえば被害者に責任を被せ、事故防止

については現場の管理・指導が大切だという精神論を繰り返す程度である」

と指摘されていた６。もちろん、この指摘がなされてから今日まで、幾つ

かの著作が公刊されてきた。それらはプール事故に関する研究を大きく進

めるものであったものの、事故原因の解明に基礎を置いて安全確保の対策

を考察する余地はまだ大きいと思われる。

このような考察の試みは時宜にも適ったものであると考えられる。とい

うのも、スポーツ振興法（1961年制定）がスポーツをおこなう際の安全確

保に言及していなかったのに対して、スポーツ基本法（2011年制定）は、

前文１か所および条文５か所で「安全」に言及している。このことに表れ

ているように、安全確保が重要な課題として認知されるようになっている

からである。例えば、基本法第２条４項は、「スポーツは、スポーツを行

う者の…安全の確保が図られるよう推進されなければならない」としてい

る。もっとも、同条項はもちろん、スポーツ事故の防止に関する基本法第

14条すらも綱領的な規定であり、振興法と質的に異なる実効性をもつもの

であるかどうか疑問があるともいわれる７。しかし、これらの規定は、ス

ポーツに係わる安全が十分確保されるようになったがゆえに確認的に取り

入れられたというよりも、中央教育審議会「スポーツ基本計画の策定につ

いて」（2012年３月21日）が指摘するように、安全なスポーツ環境の整備

という課題に対応できる知見や推進体制がまだ十分整っていないという認

識を反映していると考えられるものであり、安全を優先的な課題として位

置づけることによって、それを政策的に促進しようとしているということ

はできる。

この点で、教育過程においても、安全教育の必要性が強調されているこ

とが想起される８。例えば、上記の「スポーツ基本計画の策定について」
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６ 有田一彦『あぶないプール：学校プールにご用心』193頁（1997年）参照。

７ 日本スポーツ法学会編『詳解スポーツ基本法』256頁（2011年）（酒井俊皓執

筆）参照。

８ 安全教育は、適切な意思決定を可能にするための安全学習と、安全な習慣を

形成するための安全指導を含むといわれる。神奈川県教育庁教育部保健体育

課「運動時における安全指導の手引き：総論編」（2002年３月）９頁参照。
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と同日に中央教育審議会が公表した「学校安全の推進に関する計画の策定

について」（2012年３月21日）も、「安全教育のための時間の確保に取り組

むことが必要である」と提言している９。安全教育にサバイバルスイミン

グの視点を入れるべきであるという提言10、日本における年間約800人の

水死者のうち約８割が着衣状態であったことから、着衣のまま水中に入っ

た場合の生存技術の学習も重要であるという提言11、および、カヤックを

利用している際に「水中に放り出される」事故においては、「泳げるか否

かは…安全性には、基本的には関係ない」として、「起ち泳ぎ［ﾏﾏ］やエ

ネルギーを消耗しないで浮いていることなどのトレーニングが、新人の時

期にプールなどを使って徹底的に行われることが大切である」という指摘

などがあるのは、同じ脈絡においてである12。

なお、安全教育の前提は、あらゆるリスクを恐れて避けることではなく、

それらを正しく認識したうえで、それに対処するという姿勢であることも

重要である。例えば、「危険である」という印象ゆえに海を嫌う人が少な

くないことから、子どものときに海に係わるリスクを正しく理解する機会

となるジュニア・ライフセービング・プログラムは、多くの人々が海と関

わることを促進する可能性をもつと指摘される13。プールは閉鎖水域

（closedwater）であり、海のような開放水域（openwater）とは異なる

とはいえ、リスクをともなう点では程度の相違があるにすぎないことから、

同じ課題と可能性が存在するものと考えられる。

（２）プールの安全管理に係わる法令および指針

日本の国法は、日本が拘束される国際法 条約、慣習国際法および

「法の一般原則」 、ならびに、憲法、法律、政令・省令および条例な

プールの安全管理をめぐる法制度（上）：「ライフセービングと法」の研究（２）

（ ）142283

９ 中央教育審議会「学校安全の推進に関する計画の策定について」11-12頁参照。

2008年の文部科学省「学習指導要領」では、「水泳の指導においては、適切な

水泳場の確保が困難な場合にはこれを扱わないことができるが、水泳の事故

防止に関する心得は、必ず取り上げること」とされている。

10 鈴木智光『溺れる子をなくす水泳指導の法則：すべての子を泳げるようにす

る教え方ノウハウ』82頁（2012年）参照。

11 荒木昭好監修、藤本秀樹編著『小学生のための着衣水泳の指導』17-18頁（1998

年）参照。

12 体育・スポーツ事故研究会編『体育・スポーツ事故責任安全対策質疑応答集』

1383頁（1980年）参照。
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どで構成される14。プールに係わる活動は、これらの形式をとるすべての

関連法令に規律される。例えば、６都府県が法的拘束力のある条例を制定

している。

さらに、法令の形式をとらない公私の指針も、重要な意義をもちうる15。

例えば、国際的な非法的規範として、1989年の第１回世界事故・外傷予防

会議で採択された「ストックホルム宣言」は、すべての人に対する外傷の

予防という概念を提起し、「安全社会（safecommunity）」の構築をうた

う16。この概念は、プールの安全管理に対しても、それを含む社会全体の

設計という観点から、示唆を与える。プールの安全に関しては、国が、地

方自治法第245条の４第１項に規定する技術的な助言として、文部科学省、

国土交通省「プールの安全標準指針」（2007年３月）および厚生労働省健

康局長「遊泳用プールの衛生基準について」（2007年５月28日、健発第

28003号）を策定している17。また、「全体の約２/３の自治体が条例・要

綱等を制定していた」18が、その多くは条例という形式ではなく法的拘束

成蹊法学80号 論 説
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13 和田太志「我が国における海浜を活用した教育プログラム開発に関する一考

察：主としてジュニア・ライフセービングプログラムに関する国際比較研究」

2013年度琉球大学大学院教育学研究科修士論文23頁参照。「生きる力（Zestfor

Living）」の涵養という観点からジュニア・ライフセービングの可能性を示唆

する論考として、青木康太朗他「水辺活動におけるウォーターワイズプログ

ラムが児童の生きる力に及ぼす効果」野外教育研究８巻２号59頁（2005年）

も参照。なお、「日常的行動力、身体的耐性、野外技能・生活は男子のほうが

高く、まじめ・勤勉は女子のほうが高くなっている」ことから、「男女の生き

る力を構成する要因に根本的な違いがある」（青木他同論文68-69頁）と一般的

に結論しうるかどうかについては、さらに検討することが必要であるように

思われる。

14 佐藤義明「国法としての国際法と憲法：公共空間の融合する時代における

『法の支配』」社会科学研究56巻５・６号139頁（2005年）参照。

15 指針は重要な意義をもちうるものの、法令には当たらない。「佐賀県プールの

安全管理ガイドライン」（2007年３月）別紙２は、「遵守しなければならない

法令その他のルール一覧（例）」として、４件の文部科学省（文部省）の通知

および日本水泳連盟のガイドラインを挙げる。しかし、それらはいずれもそ

れ自体が義務を課す法令ではないことに注意する必要がある。

16 1989年の宣言に先立つ1986年の世界保健機関（WHO）「健康増進のためのオ

タワ憲章」は疾病予防のための社会環境の改善を提起している。SeeOttawa

CharterforHealthPromotion,availableathttp://www.who.int/healthp

romotion/conferences/previous/ottawa/en/index.html.
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力のない要綱の形式であった。要綱はそれ自体が法的拘束力をもつもので

はないものの19、例えば、「埼玉県プールの安全安心要綱」は、保健所長

が「不適合施設に対して指示又は勧告す」べきものとしていることから、

同人がその任務を適切に果たしていたかどうかを問題にする根拠になる20。

また、公私の指針は、あるプールが「通常有すべき安全性」をもつかど

うかや、設置者などが利用者の安全を確保するための注意義務を果たして

いるかどうかを判断するための基準そのものではない。しかし、そのよう

な基準を認定する際の証拠となることによって、間接的に法的な効果をも

つことがある21。例えば、裁判所は、飛込みを認めても安全な水深の基準

を同定するために、日本水泳連盟のプール公認規則を参照することが少な

くない22。そこで、このような指針が普及すれば、それを反映して安全性

や注意義務の水準が上がることになる。例えば、熱中症の予防に関する指

プールの安全管理をめぐる法制度（上）：「ライフセービングと法」の研究（２）

（ ）144281

17 「プールの安全標準指針」は、「設置管理者に対する」技術的助言であるとも

いわれる。消費者安全情報総括官会議幹事会申合せ「プールの安全確保に係

る周知徹底等について」（2010年８月２日）参照。なお、同指針は、「必要で

ある」と「望ましい」という表現を使い分けつつ、前者も「強く要請される

と国が考えているもの」にすぎず、直接義務を規定するものではないとして

いる（１頁）。

18 日本プールアメニティ施設協会「『全国自治体のプール条例・要綱』実態調査」

（2009年３月）３頁参照。すべての都道府県でプールの安全に関する条例が制

定されるべきであるとする提言として、関秀行「ふじみ野市のプール死亡事

故を悼んで：プール施設の安全管理（排水設備）」スクールサイエンス366号60

頁（2006年）参照。

19 三重県水浴場指導要領第６は、プールの安全確保については、原則として、

「プールの安全標準指針」に基づくものとするとしている。また、徳島県は、

「遊泳用プールの衛生基準等について」（2009年９月17日）で、「『遊泳用プー

ルの衛生基準について』に基づき…衛生指導を行っています」としている。

また、要綱を策定していない岩手県の「生活衛生に関すること：遊泳用プー

ルについて」（2013年11月14日）などは、厚生労働省の「具体的な指導基準

（水質、施設及び維持管理）」を指針とする管理を「お願いしています」とし

ている。

20 関前掲論文（注18）61頁参照。埼玉県の要綱だけではなく、秋田県遊泳用プー

ル衛生管理等指導要綱（2006年８月28日）第６項など、このような規定は少

なくない。保健所長ではなく、健康福祉センター所長（静岡県遊泳用プール

衛生管理指導要綱第５条）または保健福祉環境事務所長（福岡県プール衛生

指導要綱第７条）などに同様の役割を認めるものもある。
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針が普及すれば、熱中症事故に関する法的責任が肯定され易くなるといわ

れる23。なお、これらの指針を遵守することは、当該プールに対する信頼

を維持することによって、持続的（sustainable）な経営という目的にも

資する。この点で興味深いのは、合衆国において、安全管理の水準が高い

ほど損害賠償保険の保険料率が低くなることである24。そのような保険制

度の下では、公私の指針に従った安全管理は、保険掛金を抑制するという

目的にも資することになる。さらに、安全教育といういっそう広い観点か

ら安全管理を位置づけるならば、公私の指針は、利用者の安全に関するリ

テラシーを高めるために利用することによって、公益に資するということ

もできる。

もっとも、公私の指針、とりわけ私的指針については、たとえそれが条

例などに反映されている場合にも、司法審査の基準とするために十分なも

のであるかどうか裁判所の審査に服すことになる。私的な指針に由来する

基準がもつ問題を提起する例として、「沖縄県水難事故の防止及び遊泳者

の安全の確保等に関する条例施行規則」第18条が挙げられる。同条は、ス

クーバダイビングの講習を業とし、「指導団体」と自称する私的団体の指

成蹊法学80号 論 説

（ ）145 280

21 指針自体がこのような役割を自任することもある。例えば、日本プールアメ

ニティ協会『水泳プール総合ハンドブック』149頁（2012年）は、衛生管理者

の「資質」は「本書の内容程度の知識や技能を有する者であると考えられる」

とする。なお、日本プールアメニティ協会は、日本プールアメニティ施設協

会が2010年に改組して設立された公益社団法人である。

22 金沢地判1998年３月13日参照。

23 日本弁護士連合会弁護士業務改革委員会スポーツ・エンターテインメント法

促進PT編前掲書（注５）４-５,37-38頁参照。樋口範雄「医師法17条、グッド

サマリタン法、そしてAED」救急医療ジャーナル12巻６号17,21頁（2004年）

も参照（AEDが「一定以上の範囲で広まれば、それを備えていないこと自体、

賠償責任を基礎づける可能性が出てくる」とする）。なお、熱中症を防止する

義務を認めた判決として、神戸地判2003年６月30日参照（日本ラグビーフッ

トボール協会『安全対策マニュアル』（改訂版、1992年） 現『ラグビー外

傷・障害対応マニュアル：2013改訂版』 と日本体育協会『スポーツ活動

中の熱中症予防ガイドブック』（1994年） 2013年改訂版が最新版 を参

照する）。

24 日本ウォータースライド安全協会特別顧問三海正春氏により提供された三海

正春「日本のウォーターパークとウォータースライドの歴史」（雑誌『グリー

ンビジネス』掲載）による。
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針に倣って、ガイドダイバー１人あたりが担当することのできる潜水者の

数として、最も少ない初級潜水者で「おおむね６人」としている。しかし、

この基準に対しては、この人数比で十分安全であるという科学的根拠が説

明されておらず、「最高裁の示した『常時監視義務』を物理的に実現でき

ないことは明らかである」ことから、「１対１を超えて業務を行った場合

には、人数比の結果に対する責任は事業者にある」と規定すべきであった

という批判があるのである25。実際に、ガイドダイバー１人が２人のファ

ン・ダイバーを引率した際に、片方のダイバーがトラブルに陥ったことか

ら、ガイドがもう片方のダイバーを水中に残したまま前者を救助しようと

したところ、ガイドが前者を第三者に引き渡して水中に戻ったときには、

後者のダイバーもパニックによって溺死するに至っていたという事故など

のように、ガイドとファン・ダイバーが１対１であれば、事故が防げたま

たは事故が拡大しなかった事例は少なくない26。

２．リスク・マネジメントにおける法的責務

（１）リスク・マネジメントのらせん構造

安全管理はリスク・マネジメントの１つの適用としてなされる。リスク・

マネジメントは、いわゆるPDCA 「計画（Plan）」、「実行（Do）」、

「評価（Check）」そして「改善（Action）」 を一巡として、らせん構

造をとることが有効である27。リスク・マネジメントのプロセスを確立し

た社会は、「安全知識循環型社会」28と呼ばれることがある。

第１に、安全管理によって保障されるべき法益が特定されなければなら

プールの安全管理をめぐる法制度（上）：「ライフセービングと法」の研究（２）

（ ）146279

25 中田誠『商品スポーツ事故の法的責任：潜水事故と水域・陸域・空域事故の

研究』221-23頁（2008年）参照。中田同書252頁も参照（気球連盟による安全

方法に関する指導について、当該団体の指導であるがゆえにその指導内容を

検証することなく採用するのではなく、当該方法に従った事例の実績を確認

したうえで判断基準として採用した判決を評価する）。さらに、日本弁護士連

合会弁護士業務改革委員会スポーツ・エンターテインメント法促進PT編前掲

書（注５）123頁（林朋寛執筆）参照。

26 中田前掲書（注25）270頁参照。

27 「佐賀県プールの安全管理ガイドライン」４頁参照（環境管理に関する国際

規格ISO14001を応用する）。

28 持丸正明「子どもの事故予防工学：事故情報を集め、原因を究明し、予防す

る」SchoolAmenity24巻１号56,57頁（2009年）。
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ない。（a）法益をもつ主体には、被用者、利用者、および、プールの周

囲を通行する人やプールに無断で立ち入ろうとする子どもなどの第三者が

いる。（b）法益の内容は、身体的利益、差別的な取扱いを受けない利益

などの社会的利益、および、精神的利益がある。まず、身体的利益には、

次のものからの自由が含まれる。すなわち、溺水、脱水、熱中症（熱虚脱

（熱失神）、熱痙攣、熱疲労 監視員が罹患することがとりわけ多い 、

ならびに、熱射病を含む）、日射病、日光皮膚炎（日焼け）、消毒用薬剤に

よる中毒、および、ハチなどに刺されることによるアナフィラキシー

（anaphylacticshock）に罹患しないことなどである29。つぎに、精神的利

益には、セクシャル・ハラスメントやパワー・ハラスメントを受けない利

益や、事故による心的外傷（trauma）や心的外傷後ストレス障害

（PTSD）を受けないまたは軽減される利益を含む30。いわゆる「救命の連

鎖」が効果的に実践された場合ですら、心室細動をともなう心停止からの

生存率は約50%にすぎないといわれる31。それゆえ、監視員が蘇生法を適

切に施術していても、自己心拍再開に至らない場合も少なくないことから、

監視員などが負罪感に苛まれる可能性も少なくないのである32。PTSDな

どを防止・軽減するためには、設置者は重大事件報告会（CriticalEvent

Debriefing）などを開催し、当該監視員が自己の体験を言語化し、同僚な

成蹊法学80号 論 説

（ ）147 278

29 日光皮膚炎は免疫を抑制するので、短期的には、ヘルペスなどの発症の契機

となりうる。武藤芳照他編『新スポーツトレーナーマニュアル』207-09頁

（2011年）参照。また、長期的には、皮膚がんの原因となりうる。

30 精神的損害は賠償金に算入される。ただし、労働契約法第５条は、労働契約

に基づいて、「使用者は、…労働者がその生命、身体等の安全を確保しつつ労

働することができるよう、必要な配慮をするものとする」と規定しており、

安全配慮義務（健康配慮義務）を明文化していることから、このような義務

として、監視員が心的外傷などを受けた場合には、設置者がそれを治療させ

る義務を負うと考えられる。長時間労働などを原因として鬱病に罹患した被

用者の自殺に対して、使用者の安全配慮義務違反が認定された判決として、

東京高判2009年７月28日参照。

31 アメリカ心臓協会『心肺蘇生と救急心血管治療のためのガイドライン2010』

S679頁（2012年）参照。

32 なお、プール事故が訴訟に至る原因は、監視員が適切に任務を遂行していれ

ば被害者を救助し、蘇生させえたはずであるという「非現実的な期待」を原

告がもつことにあるといわれる。JoostJ.L.M.ビーレンス編、小林國男他監

訳『水難救助ハンドブック』479頁（2008年）参照。
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どと共有する機会を与えることが勧められている33。なお、「セクハラ言

動をする」ことが「奉仕的精神に欠ける」ことと並列に、「立派な指導者

を目指して精進するためにも、次の行為だけは避けたい」ものの１つと位

置づけられることがある34。しかし、このような位置づけは、そのような

言動が（立派な者であれ立派でない者であれ）およそ指導者には許されな

い不法行為であることをあいまいにするおそれがあることに注意する必要

がある。

第２に、リスクが特定されなければならない。リスクとは、法益を侵害

する危害（harm）を発生させる事故（accident）を引き起こす確率と当

該危害の重大さとをかけあわせたものである。当該危害を発生させる潜在

的原因（hazard）には、施設の管理などハードに関わるものと、それを

運用したり利用したりする人の行動などソフトに関わるものとがある。前

者は「環境」に係わる原因であり、後者は「個」人、「方法」および「指

導・管理」に係わる原因を含む35。これらの潜在的原因は、過去に発生し

た事故、事故には至らなかったものの「ヒヤリとするまたはハッとする」

事例（happeningまたはtrouble）36、および、実際には発生していないも

のの想定されるシナリオに基づいて同定される。つぎに述べる緊急事態

（緊急時）対応計画を策定する過程は、その施設に特徴的なリスクを同定

する過程としても重要な機能を果たす37。また、始業時および終業時にお

こなわれるべきミーティングも、そのようなリスクに関する情報を交換し、

管理マニュアルおよび緊急事態対応計画を改善する契機となる38。

第３に、リスク・マネジメントの手段を特定し、それを適切に運用しな

ければならない。リスク・マネジメントとは、リスクをできるかぎり削減

すること、それでも残るリスクを事故の発生に結びつけないこと、そして、

事故が発生した場合に、損害を最小化することを目的とする手段の総称で

プールの安全管理をめぐる法制度（上）：「ライフセービングと法」の研究（２）

（ ）148277

33 AmericanHeartAssociation『ACLSプロバイダーマニュアル：AHAガイド

ライン2005準拠』201頁（2007年）参照。

34 日本水泳連盟編『水泳指導教本』39頁（改訂第２版、2012年）参照。

35 武藤他編前掲書（注29）116-18頁参照。

36 いわゆる「ハインリッヒの法則」という経験則は、このような事例をリスク

の特定に反映させることの重要性を強調するものである。

37 緊急事態対応計画について、作成された計画の重要性に加えて、その策定プ

ロセス自体がリスクの同定プロセスとして独自の意義をもつとする点につい

て、大阪府立勝山高等学校の吹田光弘教諭に負う。
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ある。プールの場合には、公的規制と教育という社会政策的な手段に加え

て、人間工学に基づく設計・建設と安全管理とが直接的な手段となる。安

全管理は、具体的には、個々の施設が確定する安全管理方針の下に、日常

的管理と危機管理とによることになる39。

日常的管理は、管理マニュアルを策定し、それに従っておこなわれる。

管理マニュアルの一部を構成すべき内容として、「プール監視員のこころ

え」が策定される場合もある40。管理マニュアルは、活動の特性に応じた

ものでなければならない。例えば、監視員の人数・配置・監視分担区域に

ついて、利用者が多い場合、平均的な場合および少ない場合に応じて、異

なる指示を準備しておく必要がある41。また、監視員が外傷を手当てする

場合などに備えて、血液媒介病原体基準（BloodbornePathogensStan-

dard）に対応した曝露管理計画（ExposureControlPlan）を含むもので

なければならない。そのなかでは、病原体専用袋（biohazardbag）の設

置とその利用方法が特定されている必要がある。この点で、合衆国におい

ては、職業安全衛生管理局（OSHA）の規則が曝露管理計画の策定を使用

者に義務づけていることが想起される42。また、監視員にB型肝炎ワクチ

成蹊法学80号 論 説

（ ）149 276

38 「埼玉県プールの安全管理指針：排（環）水口による吸い込み事故防止のた

めに」（2007年５月）２頁 は、管理責任者が従業員に対して１年に１度行う

べき研修の内容として、「日常の業務等において従業者が経験した『ヒヤリと

したこと』・『ハッとしたこと』や『気がかりなこと』、利用者からの苦情等

を題材とした事例研究」を含めるべきものとしている。このような研修がお

こなわれるべきことは当然として、それが施設開設の前に１度実施すれば足

りるかどうかは疑問である。実際に、埼玉県同指針別紙４（10頁）は、事例

を活用した安全管理として、「朝のミーティング」などにおける報告・検討を

推奨している。このような事例に対する取組みは、毎月１回以上点検される

べきであるとする指針もある。「佐賀県プールの安全管理ガイドライン」11頁

参照。

39 安全管理方針の策定について、「佐賀県プールの安全管理ガイドライン」５頁

参照。同ガイドライン21頁も参照（安全管理計画の一部として年間計画の策

定も推奨する）。

40 東京都福祉保健局「プール監視員のこころえ：遊泳者の事故ゼロに向けて」

（2008年６月）参照。

41 日本水泳場安全協会監修『ライフガード・トレーニングテキスト』７頁（第

２版、1998年）参照。なお、プールの設備は、最も繁忙な時期に十分対応で

きるものとされなければならない。茨城県遊泳用プール衛生指導要綱（1992

年７月20日）別表第２の１参照。
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ン注射を受ける機会を提供することも設置者の義務とされていることも参

考になる43。

危機管理は、事故が発生した場合に、それに対応するまでの時間（レス

ポンス・タイム）をできるかぎり短くし、損害を最小化するために、緊急

事態対応計画（EmergencyActionPlan）に従っておこなわれる44。この

計画には少なくとも、プールからの①退避および②避難の方法、ならびに、

③悪天候、④薬剤事故、⑤停電、⑥暴力などに対応する計画を含んでいな

ければならない45。また、救急医療サーヴィス（EMS）への通報の役割や、

１人の監視員が救助活動を開始する場合に当該監視員の監視区域を引き継

ぐ監視員の指定なども含まなければならない。このような指定は施設ごと

に確定されるべきものであるが、通常、当該監視員の左に位置する監視員

がその役割を担うものとされる46。

とりわけ重要なことは、何らかの失敗が生じた場合にすら安全を確保す

る手段を講じておくという「安全装置（failsafe）」の観点である47。重大

な問題として、口対口の呼気吹込みをおこなおうとする際に、感染防護具

があればそれを使用することは当然として、「それがないからといって実

プールの安全管理をめぐる法制度（上）：「ライフセービングと法」の研究（２）

（ ）150275

42 SeeOccupationalSafetyandHealthAdministration,BloodbornePatho-

gensStandard29CFR1910.1030,inBDAdvancedTechnologies,Protec-

tion,FederalNeedlestickSafetyandPreventionAct:AResourcePrimer,

Jan.,2001,availableathttps://www.bd.com/safety/resource/pdfs/bluebo

ok-2034.pdf.

43 SeeAMERICANREDCROSS,LIFEGUARDINGMANUAL132,135-36（2012）.

44 なお、監視という点で最も高い専門性をもつ警備会社も同様の過程で計画を

立てている。すなわち、警備対象について、リスクの存在する場所・程度お

よび警備実施の際に影響を与える状況などに関する警備診断をおこない、当

該診断に基づいて警備計画書を作成し、当該計画書に則って個々の監視員に

具体的指示を確定する警備指令書 「警備員の字引」 を作成するとい

う過程が「警備の方程式」と呼ばれるのである。小川巳義「施設警備につい

て」全国警備業協会編『セキュリティ・マニュアルNo．4』207,224-29頁

（1995年）参照。

45 SeeAMERICANREDCROSS,supranote43,at72.

46 SeeELLIS& ASSOCIATES,INTERNATIONALLIFEGUARDTRAININGPROGRAM 16

（3ded.,2007）.

47 この観点は、例えば、子どもが悪戯しようとしても事故が発生しないよう十

分な安全対策を施すことが必要であるとする「プールの安全標準指針」６頁

に表れている。
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施を躊躇するべきではない。病院外での人工呼吸による感染の可能性は極

めて低い」48とする指針と、逆に、「感染防止の対応ができない場合は［人

工呼吸を］無理に行わなくてもよい」49、「人工呼吸を省略して胸骨圧迫に

移ってもかまわない」50とする指針とが存在するという事実がある。いず

れの指針が相対的に望ましいかは、「極めて低い」とはいえ感染例が存在

する感染防護具を使用しない人工呼吸を とりわけ業務としてそれをお

こなう監視員に 要求すべきであるかどうかしだいである。OSHAは、

感染が数例報告されていることから、職場において標準的予防策を適用す

るように要求している51。

第４に、事故が終息した場合にも、それに事後的に対応しなければなら

ない。一方で、被害者などによる苦情（クレイム）に対応し、苦情申立者

の納得を得たり、被害者の受けた損害を賠償したりすることが必要となる。

いわゆる民事責任の問題である。他方で、事故に対する責任を負う者を特

定し、当該人の責任を追及することによって再発を抑止する刑事責任の問

題と行政責任の問題もある。行政責任とは、開設許可の取消しおよび行政

指導ならびに職責を負う者の懲戒などの手段によって追及されるものであ

る。法的義務は、リスク・マネジメントにおける最低限の要求であり、民

事責任、刑事責任および行政責任は、法的義務の違反に対するいわば「勘

定書き」である。このような事後的な対応が、法益の特定、リスクの特定

および手段の特定という３つの段階に反映されることによって、リスク・

マネジメントがらせん構造をとって進化することになるのである。

（２）リスクの特定

プールに係わるリスクは、幾つかに分類することが可能である。まず、

（a）結果という観点からは、事故を引き起こすリスクと、疾病に罹患さ

成蹊法学80号 論 説

（ ）151 274

48 日本水泳連盟編前掲書（注34）105頁；日本水泳連盟、日本スイミングクラブ

協会編『水泳教師教本：公認水泳教師・水泳上級教師用』251頁（改訂版、

2013年）参照。

49 日本ライフセービング協会編『サーフライフセービング教本』118,126頁（改

訂版、2013年）。

50 日本プールアメニティ協会前掲書（注21）149頁参照。

51 AmericanHeartAssociation『BLSヘルスケアプロバイダー：AHAガイドラ

イン2010準拠』13頁（2011年）参照。
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せるリスクに分類することができる。頸椎損傷をしばしばともなう挫傷の

原因となる飛込み事故52、窒息などにより死亡に至ることも少なくない溺

水事故、および、窒息や臓器露出（exteriorization）などにより死亡に至

ることも少なくない排水口などへの吸込み事故53を「プールにおける３大

事故」と呼ぶならば54、これら３つの事故類型とその他の事故に対応する

リスクが存在することになる55。また、プール利用者は「レクリエーショ

ン水病（RecreationalWaterIllness）」または水系（水媒介）伝染病

（waterbornedisease）と総称される疾病、例えば、経結膜または経口の

飛沫感染による咽頭結膜熱 いわゆる「プール熱」 などに罹患する

ことがある56。つぎに、（b）管理の客体という観点からは、先に述べたよ

うに、環境に係わるリスクと人的リスク ソフトに係わるリスク と

に分類することができる。このうち、環境に係わるリスクは、施設・設備

などの人工環境（ハード）に係わるリスクと、とりわけ屋外施設の場合に

重大なものとなりうる自然環境に係わるリスクとに分類することができる。

ハードに係わるリスクは、設計・建設・設置などの段階で発生した原始的

リスクと、管理・運営の段階で発生する後発的リスクを含む。

プールの安全管理をめぐる法制度（上）：「ライフセービングと法」の研究（２）

（ ）152273

52 皮肉なことに、日本で飛込みの指導が広まった契機は、修学旅行生の多くが

泳げるものの飛び込みかたを知らなかったために死亡した1955年の紫雲丸衝

突事故であり、指導されたのは競泳用の（逆）飛込みではなく、順下であっ

た。木庭修一、山川岩之介『水泳の段階的指導と安全管理』98頁（新訂版、

1983年）参照。

53 吸込み事故は、1966年から2006年の間に60件（死者55名）発生している。無

事故の年が４年以上継続したことはなく、安全対策を１度したことに慢心し、

点検を懈怠するようになると、新たな事故が発生しているといわれる。日本

プールアメニティ協会前掲書（注21）202頁参照。なお、文部科学省大臣官房

文教施設部「中学校施設整備指針」（1992年３月31日）30頁は、「排水孔」と

表記する。

54 日本体育施設協会他編『遊泳プールの安全・衛生管理の解説』11頁（2007年）

参照。神奈川県教育委員会「運動時における安全指導の手引き（種目編）」

（2003年３月）17頁参照。

55 「３大事故」が重大な事故の類型であるのに対して、比較的頻度の高い事故

として、プールサイドでの衝突・転倒によって起こる打撲または切創がある。

56 プールで罹患する可能性のある主要な疾病の一覧として、東京都福祉保健局

「プールに入るときの注意点」参照。「レクリエーション水病」について、さ

らに、seehttp://www.cdc.gov/healthywater/swimming.
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まず、事故を引き起こすハードに係わるリスクを検討すると、（ⅰ）飛

込み事故については、以下のようなものがある。

①高すぎる飛込み台。

②滑り易い飛込み台。

③浅すぎる着水地点前方の水深。例えば、飛込み台のなかには、水面側

に傾斜したものがあり、とりわけ、助走したうえでの飛込み それ自体

が危険であることから現在では回避すべきものとされる の場合には、

踏切りの際に滑り、身体が不安定になることがある。また、プール底部に

発泡ポリエチレン製の緩衝材を敷設すると、「相当の衝撃緩和が期待でき

る」ものの、事故が起きる可能性は残るといわれる57。そこで、プール公

認規則は、端壁前方６mまでの水深が1.35m未満の場合に、飛込み台の設

置を認めていない58。なお、波のプールにおいては、監視員が入水すると

きには、入水地点の水深を確保するために、波の谷ではなく山のときに入

水することが必要となる59。

（ⅱ）溺水事故については、以下のようなものがある。

④深すぎる水深。利用者の体格と水深との関係は、「立った状態で、肩

が水面に出ていることを目安とする」という指針もある60。合衆国におい

ては、一般に、身長が一定の基準に達しない幼児については、入水を認め

なかったり、入水させる条件として救命胴衣（ライフ・ジャケット）の着

用を要求したりすべきであると考えられており、身長の計測棒・計測板ま

たは救命胴衣の不備もリスクに当たると考えられている61。

⑤水深調整用架台（沈め板、プール・フロア）。架台は、その下に潜り

込んだ者がその後で浮上することができなくなったり、架台のうえで泳い

でいた者が夢中になり架台の外の深みにはまったりすることによって溺水

を引き起こす可能性をもつ。

成蹊法学80号 論 説

（ ）153 272

57 合屋十四秋他『人体およびダミーによる水泳飛び込み事故発生メカニズムの

解明と指導マニュアルの作成：平成４・５年度科学研究費補助金（総合A）研

究成果報告書』14-18頁（1994年）参照。

58 日本水泳連盟『プール公認規則2010』15頁（2010年）参照。

59 利用者の顔を波の発生源に向ける──流れるプールでは上流に向ける──こ

とも必要となる。日本水泳場安全協会監修前掲書（注41）100頁参照。

60 「埼玉県プールの安全管理指針：排（環）水口による吸い込み事故防止のた

めに」別紙２「プール監視員の主な業務」（2007年５月）７頁参照。
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⑥（おおよそ22℃を下回る）低すぎる水温。

⑦利用者または利用形態に応じたプールの区画の不備。

⑧監視所・監視台の不備。例えば、水面の乱反射を考慮することなくそ

れらを配置すると、監視が不十分となるおそれがある。

（ⅲ）吸込み事故については、以下のようなものがある。

⑨単独の排水口または環（給）水口62。排水口などが１か所である場合

には、排水管の吸引力は、例えば、排水口の閉塞率が50%以下であれば、

約１Kg重以下であるのに対して、閉塞率が100%近くなると約200Kg重と

なることがあり、その場合には、大人が数人がかりで吸い込まれた人を引

き抜こうとしても抜けなくなると指摘される63。しかし、2003年の調査に

おいて、国公立学校の86%で排水口が１か所であったことに注意が必要で

ある64。

⑩排水口の入口の吸込み防止用防護蓋および配管内の防護柵の欠陥また

は不十分な固定65。2003年の調査において、排水口の吸込み防止蓋が取り

付けられていない国公立学校がいまだに0.7%存在し、排水口の防止蓋がボ

ルトなどによって固定されていないものも2.0%存在したことが問題であ

プールの安全管理をめぐる法制度（上）：「ライフセービングと法」の研究（２）

（ ）154271

61 日本では、プールを利用する幼児に救命胴衣の着用を求めることを義務づけ

る法令は存在しない。なお、船舶操縦者法第23条の36第４号は、小型船舶に

乗船する12歳未満の小児などに救命胴衣の着用を義務づけている。成人につ

いても、船舶が衝突する可能性が高い海域を航行しており、かつ、救命胴衣

を容易に着用することができた場合には、乗船者は救命胴衣を着用すべきで

あったとして、救命胴衣を着用していなかったことについて、乗船者の過失

（１割）を相殺する判決がある。大阪地判2010年10月20日参照。

62 普段給水している環水口は、ろ過装置を洗浄するための逆洗の際に、負圧と

なり吸込みが生じうる。

63 有田前掲書（注６）76-77頁参照。身体全体が吸い込まれない場合にも、身体

の一部が吸い込まれると水中で離脱することができなくなり、溺水に至るこ

とがある。

64 日本体育施設協会、国公立学校水泳プール実態調査委員会「国公立学校水泳

プール実態調査；調査報告書」（2005年）17頁参照。合衆国では、2008年のベー

カー法（連邦法）が、配管内の負圧が高まりすぎることを構造的に不可能と

するために、排水口を複数開口することをすべてのプールに義務づけている。

SeeVirginiaGraemeBakerPoolandSpaSafetyAct,Title14oftheU.S.

EnergyIndependenceandSecurityActof2007,Pub.Law110-140.同法は、

そのような構造を備えていない既存のプールも数年間の猶予のうちに改造す

べきものとしている。
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る66。

⑪ポンプの緊急（非常）停止装置（E-stopボタン）が監視員の近くに

存在しないこと、または、かりに存在する場合にも、その使用方法を監視

員が熟知していないこと。環水口への吸込みを止めるためのろ過装置の緊

急遮断弁を備えている国公立学校は、20%にすぎなかった67。

⑫排水口などの場所を特定したり、それに近寄らないように注意を喚起

したりする掲示または口頭による呼掛けの不備。「何かをしないように」

と告げるだけでは聞き入れられないことが多いので、安全性の高い選択肢

を指示することが重要であると指摘される68。また、外国人の利用者が多

い施設においては、英語、中国語または韓国語などによる注意喚起も必要

となる。

（ⅳ）その他の事故について、以下のようなものがある。

プールサイド（側帯）における転倒などの事故を引き起こすリスクとし

て、

⑬利用者の動線に対応していない施設・設備の配置、および、

⑭水はけが悪く、滑り易くなっているゆか69。

足裏の裂傷などを引き起こすリスクとして、

⑮掃除用デッキブラシから抜け落ちた毛の放置、および、

⑯掲示板から抜け落ちたピンなどの落下物70。

成蹊法学80号 論 説

（ ）155 270

65 排水口に必要以上の金具を取りつけると、吸引力が過度に弱くなり排水口が

機能しなくなるおそれがあることも看過すべきではない。山本浩「水泳プー

ルの吸・排水口事故の実態とその予防」日本水泳連盟編『水泳プールでの重

大事故を防ぐ』34,35頁（2007年）参照。

66 日本体育施設協会、国公立学校水泳プール実態調査委員会前掲報告書（注64）

17頁参照。なお、ふじみ野市事故の後におこなわれた2007年６月１日の千葉

県教育委員会「水泳プールの安全確保に関する状況調査結果（教育委員会所

管分）」は、市町村営プール61のうち１か所で吸込み防止金具を設置しておら

ず、公立学校のプール1412のうち９か所で排水口の蓋が固定されておらず、

100か所で吸込み防止金具を設置していないことが明らかになったとして、そ

れらの使用を改修工事の完了まで中止することとしている。

67 日本体育施設協会、国公立学校水泳プール実態調査委員会前掲報告書（注64）

18頁参照。

68 SeeAMERICANREDCROSS,supranote43,at54.

69 東京地判1997年２月13日は、滑りやすい箇所では、「カラーすのこを敷く等し

て右危険を防止する有効な措置」を取る義務を認定する。
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入り込んだ犬などによる咬付きや、無断で立ち入った人がプールに転落

したり、プールに空きびんなどを投げ込んだりすることにつながるリスク

として、

⑰施設への侵入防止柵などの不備。

薬剤からの発火や薬剤中毒などを引き起こすリスクとして、

⑱薬剤の保管・管理の不備および薬剤の混合、ならびに、

⑲保護眼鏡・保護マスク・ゴム手袋などの不備。例えば、固形の塩素剤

をゴミ箱に廃棄した際に発火した事故が知られている。

事故に迅速に対応する際の障害となるリスクとして、

⑳緊急事態対応計画の不備、例えば、役割分担や手順の図式化の不備、

および、

�監視所などにおける緊急時連絡先の掲示の不備。

つぎに、（ⅴ）事故を引き起こす自然環境に係わるリスクには、以下の

ものがある。

�雷。雷が落ちると感電を引き起こす
71。雷が近づいている場合には、

プールの利用を禁止する必要がある。また、緊急性が高い場合でないかぎ

り、有線電話の使用は避けるべきである72。そして、全米稲妻安全研究所

（NLSI）によれば、最後に稲光が見えたときまたは最後に雷鳴が聞こえた

ときから少なくとも30分間はプールを再開すべきではないといわれる73。

�雨。激しい雨は、水底の視認を困難にすることによって、利用者に水

深を誤認させて飛込み事故を引き起こしたり、監視員が沈水している利用

プールの安全管理をめぐる法制度（上）：「ライフセービングと法」の研究（２）

（ ）156269

70 水温を測定するためにペッテンコーヘル水温計をプールに常時吊り下げてお

くと、破損事故のおそれがあるので、避けるべきであるとされる。愛知県健

康福祉部健康担当局生活衛生課「プール管理の手引」32頁参照。

71 高校生のサッカー大会における落雷事件について、最高裁は、予見可能性を

否定した地裁および高裁の判決を破棄し、1996年の事件当時も避雷のための

安全空間などに関する知見は十分普及しており、予見可能であったと認定し

ている。最判2006年３月13日参照。この判決を検討する論考として、長尾英

彦「落雷事故と損害賠償責任：学校の課外活動中の事故を中心に」中京法学42

巻１・２号１頁（2007年）も参照。

72 SeeAMERICANREDCROSS,supranote43,at25.

73 SeeAMERICAN REDCROSS,id.at25.Seealsowww.lightningsafety.noaa.

gov.避雷方法について、東海大学スポーツ法研究会編『スポーツ安全管理の

要点・事故事例・判例』63-65頁（1993年）（野間口英俊執筆）参照。
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者を発見することを遅らせて、「事故に巻き込まれている利用者（Guest

inDistress）」の救助を遅らせたりする74。

�風。風は、体温を奪うことによって低体温症を引き起こしうる
75。

（ⅵ）疾病の罹患につながる人工・自然環境に係わるリスクには、以下

のものがある。

�気泡浴槽などにおいて発生するエアロゾル（浮遊粒子状物質）。エア

ロゾルは、レジオネラ属菌の感染の媒体となりうる。レジオネラ属菌の感

染によるレジオネラ症は、「感染症の予防及び感染症の患者に対する医療

に関する法律」の下で、第４類感染症に指定されている76。

�消毒設備、浄化設備または洗浄設備の不備。汚染された水は、細菌や

ウイルスなどの感染につながりうる。例えば、プール・フロアを使用後に

陸上に上げず、プール・フロア下の水が「死に水」となると、細菌の繁殖

やユスリカの発生などの問題が発生しうる77。

�タオルなどの共用。髪の毛どうしの接触とともに、タオルや脱衣かご

などの共用は、アタマジラミの伝播につながりうる。

�ドクガまたはイラガ。サザンカなどの立木に付いたドクガなどは、皮

膚炎につながりうる。ドクガは、それに直接触れなくても、風によって飛

ばされた毒針毛が皮膚炎を引き起こしうる。

�洗体槽（腰洗い槽）。洗体槽の水は塩素濃度がきわめて高いことから、

アトピー性皮膚炎などの皮膚炎を悪化させうる78。なお、プールの吐水口

成蹊法学80号 論 説

（ ）157 268

74 SeeAMERICANREDCROSS,supranote43,at26.

75 SeeAMERICANREDCROSS,id.at26.

76 レジオネラ症とその防止について、東京都福祉保健局「公衆浴場・旅館業・

プールにおけるレジオネラ症防止対策」（2011年３月）参照。「泡ぶろ（ジャ

グジー）」が併設されている施設には、公衆浴場法第７条１項も適用される。

旅館業法第７条の２および第８条も参照。

77 日本プールアメニティ協会前掲書（注21）29,46頁参照。

78 日本水泳連盟編前掲書（注34）57頁は、「腰洗い槽［に］…過剰な塩素を投与

している場合が見受けられる。しかし、そのことでアトピー性皮膚炎の患者

などが皮膚炎を悪化させることがあり、注意が必要である。感染予防のため

の消毒は、基準を必ず満たさねばならないが、過剰になりすぎないようにす

る」とする。しかし、投与される塩素が基準を満たす量に止まっている場合

にも、腰洗い槽の塩素濃度は皮膚炎を悪化させるに十分であると指摘されて

いる。有田前掲書（注６）135-37頁参照。
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付近に高濃度の遊離残留塩素がたまることによっても、皮膚炎などが発症

することがある79。

�施設を囲う柵の不備。犬などがプールに入り込むと、ふん便などによ

る施設の不衛生につながりうる。

�大気汚染。例えば、光化学スモッグ障害と総称される症状を引き起こ

しうる光化学スモッグや、発がん性をもつと指摘されている微小粒子状物

質（PM2.5）などが問題となる。

（ⅶ）事故を引き起こしたり疾病の罹患につながったりするソフトに関

わるリスク要因には、年齢 ５～14歳を中心とする若年者および高齢

者 、性別、飲酒の有無、ならびに、所得および教育水準があるといわ

れる80。

�若年者。例えば、５歳から９歳の幼児は、背泳ぎをしていてプールサ

イドに激突する事故が多いという特徴があり81、「体格の良い男子若年層」

が飛込み事故にあうことが多いといわれる82。

�高齢者。例えば、加齢による頸椎の変形は、通常は事故に至らないよ

うな水底に接触しない飛込みであっても、水面からの衝撃だけで、頸椎が

損傷することなく頸髄の圧迫によって四肢麻痺に至ることがある83。

�男性。

�飲酒している人。

�所得および教育水準が低い人。

�腕の力に対する過体重。過体重の利用者は、両手を伸ばして入水して

も、体重を支えきれず腕が曲がって頭を底に打ち付けることがある84。な

お、体脂肪率の高い者は、浮力があるため、プールのなかでバランスを崩

すと立て直しにくいともいわれる85。

	泳力が低いこと。

プールの安全管理をめぐる法制度（上）：「ライフセービングと法」の研究（２）

（ ）158267

79 愛知県健康福祉部健康担当局生活衛生課「プール管理の手引」３頁参照。同

手引10頁は、吸水金具の目皿の調節により、プール水の塩素濃度が均等にな

るように調節されなければならないとする。

80 ビーレンス編前掲書（注32）33-34頁参照。

81 日本水泳連盟、日本スイミングクラブ協会編前掲書（注48）49頁参照。

82 日本水泳連盟、日本スイミングクラブ協会編同書231頁参照。

83 日本水泳連盟編前掲書（注34）61頁参照。

84 大阪高判1992年７月24日参照。

85 日本水泳場安全協会監修前掲書（注41）９頁参照。
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�泳力の過信。子どもたちが、水深の浅いプールのみを経験し、深いプー

ルを経験したことがない場合には、足をすぐについて休む習慣をもつよう

になりやすい。そこで、泳力の過信に基づいて深いプールに入り、足がつ

かないことを認識したとたん、精神的不安やパニック状態に陥り、事故に

至ることがある86。なお、プールにおいて十分な泳力をもつと過信する人

は、泳力がないと自認する人と比べて、開放水域において事故に遭う可能

性が高いとする指摘もある87。また、泳力の過信が飛込み能力の過信をと

もなう場合には、そのような者は危険な飛込み方法を取りやすいともいわ

れる88。

�基礎疾患
89。例えば、QT延長症候群（LQTS）の患者は、水に浸かる

だけで心室細動や心室頻拍が起きることがあるといわれる90。なお、過呼

吸は、体内の酸素の濃度を上げることがないまま二酸化炭素の濃度を下げ

ることによって、呼吸飢餓感を感じさせる前に、酸素の濃度を過度に下げ、

意識を消失させてしまう91。それゆえ、緊張やストレスなどによって過呼

吸に陥りやすい人は、注意する必要がある。

（ⅷ）最後に、どの類型の事故についても係わるリスクとして、以下の

ものがある。

�昼食後の時間帯、および、西陽によって逆光となり監視員の疲労も蓄

積している時間帯92。

�子どもの抱く開放感
93。このような開放感は、学校が夏期休暇に入っ

成蹊法学80号 論 説

（ ）159 266

86 体育・スポーツ事故研究会編前掲書（注12）195,445頁参照。「鹿屋体育大学

海洋スポーツセンター協力者会議実施要項及び意見交換」鹿屋体育大学体育

学部『海洋スポーツ・レクリエーション：普及、安全教育、事故とその対策』

69,73頁（1995年）（田口先生発言）も参照。

87 日本スポーツ振興センター『学校における水泳事故防止必携』82頁（新訂第

２版、2006年）参照。木庭修一、山川岩之介『新水泳の段階的指導と安全管

理』11頁（1996年）も参照（プールのみを経験している者は、水は動かない

ものと思い込み、海や川で流されて事故となることがあるという）。

88 有田前掲書（注６）23頁参照。木庭、山川前掲書（注87）４,198頁も参照。

89 日本水泳連盟編前掲書（注34）55-59頁参照。

90 ビーレンス編前掲書（注32）266頁参照。

91 SeeAMERICANREDCROSS,supranote43,at39.

92 日本水泳場安全協会監修前掲書（注41）９頁参照。

93 例えば、さいたま地判2008年１月25日参照。
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た直後に事故が多発する理由であると考えられる94。

�水際に設置されたパラソル。パラソルは視界を狭め監視の妨げとなる

ことから、禁止すべきであるといわれる95。

３．プールの利用に関する法令：安全管理の前提となる法律問題

ここで、狭義のプールの安全管理の前提となる憲法・法律問題として、

プールの利用権が差別的に否定されていることがないかどうかを検討する

必要がある。公営プールの利用を「正当な理由」なく拒否することは、直

接的には地方自治法第244条２項の違反となり、さらに、それが「差別」

に基づくものである場合には、同条第３項の違反ともなる。プールのなか

には、例えば、「暴力団関係者」とともに「入れ墨、タトゥー（シールを

含む）をされた方の 入場は固くお断りいたします。なお、ご入場後に判

明した場合は、速やかに退場していただきます。また、お断り、退場に伴

う一切の補償、返金はいたしません」96という方針を掲げるものがある。

しかし、入れ墨などをしている人の利用を拒否する法的根拠は明示されて

いない。埼玉県都市公園条例は、「知事は、都市公園内の秩序を乱し、若

しくは乱すおそれがある者の立入りを禁止し、又はその者に対し、都市公

園からの退去を命ずることができる」と規定するに止まり、入れ墨には言

及していない。また、「埼玉県プールの安全安心要綱」も、拘束力のある

法令ではないが、「遊泳を通じて人から人に感染するおそれのある感染症

にかかっている者、泥酔者及び他の利用者に迷惑を及ぼすおそれがあるこ

とが明らかである者には、遊泳させないこと」とだけ規定している。それ

ゆえ、入れ墨などをしている人の利用を拒否する法的根拠となる可能性が

あるのは、「都市公園内の秩序を乱し、若しくは乱すおそれがある」とい

う文言である。

入れ墨をしている者が「秩序を乱し、若しくは乱すおそれがある」者に

当たるかどうかに示唆を与える条例として、神戸市「須磨海岸を守り育て

プールの安全管理をめぐる法制度（上）：「ライフセービングと法」の研究（２）

（ ）160265

94 文部科学省スポーツ・青少年局長「水泳等の事故防止について」参照。

95 SeeAMERICANREDCROSS,supranote43,at28.

96 ［埼玉県］しらこばと水上公園「夏プールの取り組み」。http://www.parks.o

r.jp/koen_main/shirakobato-suijo2.html.なお、鎌倉市は海水浴場規制条例

の内容として、「入れ墨の露出などは『表現の自由』との兼ね合いが微妙で見

送った」。日本経済新聞2014年４月28日朝刊35面参照。
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る条例」第７条１項４号（2011年改正）がある。同規定は、「入れ墨その

他これに類する外観を有するものを公然と公衆の目に触れさせること」に

よって「他の者に不安を覚えさせ、他の者を畏怖させ、他の者を困惑させ、

又は他の者に嫌悪を覚えさせることにより、当該他の者の海岸の利用を妨

げること」を禁止する97。前述の方針がこの規定と同じ理由によるもので

あるとすれば、２つの問題がある。１つは、入れ墨などを公然と公衆の目

に触れさせることが、実際に「他の者に不安を覚えさせ」るかどうか、お

よび、それによって「当該他の者の海岸の利用を妨げる」かどうか、とい

う因果関係の有無である。この点については、地方自治法が保障する利用

権を否定しようとするプールが、入れ墨が全身に施されている場合、身体

の一部 例えば、普段水着の下に隠れている臀部 に小さく施されて

いる場合などを分けたうえで、「他の者」、すなわち、他の利用者の意識を

調査し、その方針を正当化すべき問題である。

もう１つは、たとえ入れ墨などの表示が他の者に不安を覚えさせ、かつ、

それによって他の者の海岸の利用を妨げるとしても、他の者の「不安を覚

えさせ」られない利益などの侵害が、受忍されるべきものではなく、入れ

墨などを表示する人のプール利用権を否定してまでも保護されるべき法益

であるかどうか、という法益の確定および法益の衡量の問題である。この

点で、示唆を与えると思われるのが「府中青年の家事件」である。この事

件において、東京都は、「複数の同性愛者が同室に宿泊していることを青

少年が知った場合、その同性愛者に対して嘲笑、揶揄、嫌がらせ等の言動

がなされる恐れがあり、その場合には府中青年の家の秩序が乱され管理運

営上の支障が生じ」るので、「東京都青年の家条例」第８条１号の規定す

る「秩序を乱すおそれがある」として、同性愛者の団体による利用申込み

成蹊法学80号 論 説

（ ）161 264

97 違反者に対する罰則は規定されていないが、同条例７条２項は、違反者に対

して、市長が「当該違反に係る行為の中止その他の必要な措置を講ずべきこ

とを命ずる」権限をもつものとする。なお、「和歌山県遊泳者等の事故防止に

関する条例施行規則」第８条６号は、「海水浴場の安全、衛生及び風俗を損な

う行為をしないこと」を遵守事項として挙げる。また、「和歌山県公衆に著し

く迷惑をかける暴力的不良行為等の防止に関する条例」は、「公衆に対し、言

い掛かりをつけ、すごむ等不安を覚えさせるような言動をしてはならない」

（第２条１項）などとする。しかしいずれも、入れ墨を表示すること、まして、

入れ墨を入れたうえでそれを衣服で隠して公の場を利用することを禁止する

規定はもたない。
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の不受理が正当化されるとした。それに対して、東京地裁は、懸念されて

いる言動がありうるとしても、それは「他の青少年による青年の家の使用

を拒否する理由にはなり得ても、相手方たる同性愛者による青年の家の使

用を拒否する理由とはなりえ」ず、「［そ］のような言動に出ること自体

に負の評価が与えられなければならない」と判示し、地方自治法第244条

２項と上記条例両方の違反を認定した事件である98。いうまでもなく、入

れ墨などをする行為を、生来的であれ自己同一性の不可欠の要素としてで

あれ、いずれにしても当人の意思によって変えられない（変えることを要

求されるべきではない）性質であると認められている性的指向（sexual

orientation）と同一に論じることはできない。しかし、多数者の偏見ゆ

えに少数者の表現行為が公的施設から排除されようとしているという点で

通底する問題を含むということはできる。

これらの２つの問題は、たとえそれをテーピングなどによって隠して

「公然と公衆の目に触れさせ」なくとも、入れ墨などをしていること自体

によって、プールの利用権を否定する場合には、いっそう深刻に問われる

ことになる。というのも、その場合には、人の具体的な行為というよりも

その属性を理由とする禁止ということになるからである。この点で、滋賀

県遊泳用プール条例第６条３号における「他人の迷惑となるおそれがある

者を入場させないこと」という規定について、同条第５号に基づいて制定

された同条例施行規則別表第２（第５条関係）が「遊泳者に他人の妨げま

たは迷惑になる行為をさせないこと」と言い換えることによって、条例に

いう「迷惑となる」という文言が、妨害行為または迷惑行為を意味するも

のであると明確化されていることは示唆的である。結局、他の利用者に対

する具体的行為がなくとも、入れ墨の大きさや表示の有無などを問うこと

なく、入れ墨をしていることのみによって、プールの利用を拒否する方針

がまだ違法であるとされていない理由は、訴訟費用や訴訟に費す時間など

のコストが高すぎ、訴訟を提起することが合理的な解決ではないと禁止被

害者が考えていることのみにあるのではないかと考えられる。

なお、性同一性障害（GenderIdentityDisorder）者によるロッカー・

プールの安全管理をめぐる法制度（上）：「ライフセービングと法」の研究（２）

（ ）162263

98 東京地判1994年３月30日参照。社会構造を変革する契機として「トラブル」

に注目する論考として、藤谷祐太「トラブルを起こす/トラブルになる：1990

年『府中青年の家同性愛者差別事件』と1991年から1997年の『府中青年の家

裁判』を事例として」CoreEthics４号319頁（2008年）参照。
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ルームや便所の利用についての取扱いが問題となることがある99。という

のも、例えば、便所100および更衣室101は、男性用と女性用とに区画すべき

であるとされているにすぎず、性同一性障害者によるプールの利用を可能

にするためには、そのための包括的介入が必要となるからである102。性同

一性障害者の利用に対する障害を排除することは、「できる限り幅広い県

民一般の利用に応じられる構造設備を備えること」を公的施設に要求して

いる多くの指針、例えば、茨城県遊泳用プール衛生指導要綱別表第２の１

などに則った対応ということができる103。「性同一性障害者の性別の取扱

いの特例に関する法律」［特例法］第２条の下で、性同一性障害とは、「生

物学的には性別が明らかであるにもかかわらず、心理的にはそれとは別の

性別（以下「他の性別」という）であるとの持続的な確信を持ち、かつ、

自己を身体的及び社会的に他の性別に適合させようとする意思を有する者」

であって、一定の資格をもつ２人以上の医師の診断がその点で一致してい

る者をいう。同法第４条は、「性別の取扱いの変更の審判を受けた者は、

民法その他の法令の規定の適用については、法律に別段の定めがある場合

を除き、その性別につき他の性別に変わったものとみなす」ものとする104。

成蹊法学80号 論 説

（ ）163 262

99 性同一性障害者には、「男性」から女性に向かうMTF（MaletoFemale）と

「女性」から男性に向かうFTM（FemaletoMale）の２つの方向性があると

いわれる。北米、西ヨーロッパおよび東南アジアではMTFはFTMの２倍ほど

存在するのに対して、日本ではFTMがMTFの２倍ほど存在するといわれる。

松本洋輔「『性同一性障害に関する診断と治療のガイドライン第４版』まとま

る」NursingBusiness７巻７号48,50頁（2013年）参照。プールにおける性同

一性障害者の受入れに係わる課題については、埼玉県公園緑地協会等主催の

全国レジャープール管理者養成プログラムの受講生による指摘を受けた。

100東京都プール等取締条例施行規則別表第１（第11条関係）第１（３）は、男

性60人に小便器１、300人に大便器１、女性40人に便器１を要求している。こ

の基準は最低基準であり、実際には、（大）便器は男女とも30人に１つ以上必

要であるといわれる。日本プールアメニティ協会前掲書（注21）34頁参照。

101例えば、愛知県プール条例施行規則（規則第11号）別表（第３条関係）二

（３）参照。

102なお、学校では、性同一性障害者である生徒・学生に、職員用便所の使用を

許可したり、空き部屋などで更衣させることが望まれるといわれる。荘島幸

子「性同一性障害の児童・生徒への対応（下）：苦悩に寄り添い、よき『門

番』として関わる」週刊教育資料1239号24,25頁（2013年）参照。

103福岡県プール衛生指導要綱別表（第３条関係）第２の１も参照。
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この手続によって「性別の変更の審判を受けた」性同一性障害者は、変更

後の性別に従って処遇されるべきであることは明らかである105。もっとも、

特例法第３条４号および５号の下で、「性別の変更の審判」を受ける前提

として、性別適合手術（SexReassignmentSurgery）を受けることが要

求されることから106、当該手術を受けていない者は性別を変更することが

できない107。しかし、そのような者についても、地方自治法第244条２項

および３項の下で、住民の利用権を最大限尊重する方向で、当該利用者の

外貌や挙措などに基づいて、どのような態様で利用を認めるかを個別的に

判断する裁量権が設置者に認められるものと考えられる108。

付録．プールにおけるライフセービングと法に関わる略語集

ABC:Airway,Breathing,Circulation（気道確保、人工呼吸、血流確保

［のための胸骨圧迫］）

プールの安全管理をめぐる法制度（上）：「ライフセービングと法」の研究（２）

（ ）164261

104特例法第５条は、「性別の変更の審判」が家事審判法の下で（甲類審判事件と

して）手続が遂行されるべきものとする。

105特例法が2004年７月16日に施行されてから、2012年12月31日までに、「性別の

変更の審判」の結果は、許可3,584件、却下25件、取下げ76件であった。大島

俊之「性同一性障害当事者の性別変更」産婦人科の実際62巻13号2145頁（2013

年）参照。

106日本精神神経学会・性同一性障害に関する委員会「性同一性障害に関する診

断と治療のガイドライン（第４版）」精神神経学雑誌114巻11号1250,1253頁

（2012年）参照。

107特例法第３条１項３号は「現に未成年の子がないこと」と規定する。この規

定は「世界に例を見ない悪法」である、と評される。大島前掲論文（注105）

2149頁参照。

108なお、性同一性障害者による家族関係登録簿の性別記載の訂正の条件を規定

する韓国大審院規則も、特例法と同じように厳格な条件を課しており、とり

わけ、FTMの者に要求される手術が困難で高価であることなどから、性別記

載の訂正の問題よりも、その条件を満たさない人の基本権をどのように保護

していくのかに、課題の重心が移行し始めており、大法院も2009年に、家族

関係登録簿の訂正の時点ではなく、「社会通念上、転換した性が本人の性別だ

と実質的に評価できたとき」から、そのように取り扱うべきであるとしてい

る。岡克彦「韓国における性同一性障害と性別変更の法的可能性：一般法院

の司法解釈による性的マイノリティの人権救済のあり方」マイノリティ研究

６号１,24-25頁（2012年）参照。
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ABCScore:Awake,Blunted,ComatoseScore（清明、意識混濁、昏睡

という［意識障害に関する］尺度）

ACE:Avoid,Control,Eliminate（［リスクの］回避、管理、削除）

AED:AutomatedExternalDefibrillator（自動体外式除細動器）

AND:AllowNaturalDeath（自然死容認）109

AVPU:Alert,Verbal,Pain,Unresponsive（意識あり、応答あり、痛み

あり、反応なし）

BBP:BenzylButylPhthalate（フタル酸ベンジルブチル）

BLS:BasicLifeSupport（一次救命措置）

BPS:BloodbornePathogensStandard（血液媒介病原体基準）

BSI:BodySubstanceIsolation（生体物質隔離）

BVM:BagValveMask（バッグ・バルブ・マスク）

CAB:Compression;Airway;Breathing（胸骨圧迫、気道確保、人工呼

吸）

CARE:Confidence;Alertness;Responsiveness;Empathy（自信、警戒

状態、機敏な反応、共感）

CIS:CriticalIncidentStress（惨事ストレス）

CRT:CrisisResponseTeam（危機対応チーム）

CoSTR:ConsensusonCPRandECCScienceandTreatmentRecom-

mendations（心肺蘇生法および救急心血管治療の科学的根拠ならびに治

療勧告に関するコンセンサス）

CPR:CardiopulmonaryResuscitation（心肺蘇生法）

DEAL:DefinetheSituation;EvaluatetheOptions;Act;LookatOut-

comes（状況認知、選択肢の評価、実施、結果観察）

DMAT:DisasterMedicalAssistanceTeam（災害派遣医療チーム）

DNAR:DoNotAttemptResuscitation（蘇生法をおこなわないこと）

DOTS:Deformity;OpenWounds;TendernessorPain;Swellingand

Discoloration（変形、開放性損傷、圧痛または疼痛、腫脹および蒼白）

DPD:N,N-Diethylbenzene-1,4-Diamine（N,N-ジエチル-1,4-フェニレン

ジアンモニウム）

成蹊法学80号 論 説

（ ）165 260

109蘇生をおこなわないこと（DNAR）に代えて、終末医療を継続しながら蘇生

はおこなわないことを強調する用語である。アメリカ心臓協会前掲書（注31）

S668頁参照。
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EAP:EmergencyActionPlan（緊急事態（緊急時）対応計画）

ECC:EmergencyCardiovascularCare（救急心血管治療）

ECG:Electrocardiogram（心電図）

ECP:ExposureControlPlan（曝露管理計画）

ECSI:EmergencyCare& SafetyInstitute（救急医療安全研究所）

EISA:U.S.EnergyIndependenceandSecurityAct（合衆国エネルギー

自立安全保障法）

EMS:EmergencyMedicalService（救急医療（サービス））

EMT:EmergencyMedicalTechnician（救急救命士）

FAST:WeaknessonOneSideoftheFace;WeaknessorNumbnessin

OneArm;SlurredSpeechorTroubleSpeaking;TimetoSummonEMS

PersonnelIfandAnyofTheseSignsorSymptomsAreSeen（顔面の

左右一方の脱力、左右一方の腕の脱力または麻痺、不明瞭な発言または発

言しようとするときの困難、以上の兆候または症状の１つまたは複数が看

て取れる場合に救急医療サービスを呼びだすまでの時間）110

FBAO:ForeignBodyAirwayObstruction（異物による気道閉塞）

FBO:FixedBaseOperator（運行支援事業者）

FIND:FigureouttheProblem;IdentifyPossibleSolutions;Namethe

ProsandConsforEachSolution;DecideWhichSolutionisBest,Then

ActonIt（問題の発見、解決案の同定、解決案それぞれの利点欠点の列

挙、最適解決策の決定、当該解決策の実施）

GCS:GlasgowComaScore（グラスゴー昏睡尺度）

GiD:GuestinDistress（事故に巻き込まれている利用者）

GID:GenderIdentityDisorder（性同一性障害）

HAINES:HighArmInEndangeredSpine（脊髄損傷の危険性に照らし

た上肢挙上による回復体位（リカバリー・ポジション））

HELP:HeatEscapeLesseningPosture（熱放出低減姿勢）111

ICD:ImplantableCardioverter-Defibrillator（埋込み型除細動器）

ICS:IncidentCommandSystem（緊急時指令システム）

プールの安全管理をめぐる法制度（上）：「ライフセービングと法」の研究（２）

（ ）166259

110脳卒中の判断と手当てをおこなう際の確認項目である。SeeAMERICAN RED

CROSS,supranote43,at220.

111生存可能時間を約50%延長するといわれる。柳敏晴「海洋スポーツ・レクリエー

ションの安全教育」鹿屋体育大学体育学部前掲書（注86）２,７頁参照。
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ILCOR:InternationalLiaisonCommitteeonResuscitation（国際蘇生

連絡協議会）

IRP:IncidentResponsePlan（事故対策計画）

LOC:LevelofConsciousness（意識水準）

LQTS:LongQTSyndrome（QT延長症候群）112

MSDS:MaterialSafetyDataSheet（物質安全データ・シート）

NLSI:NationalLightningSafetyInstitute（全米稲妻安全研究所）

NPA:NasopharyngealAirway（鼻咽頭エイウェイ）

OHCPA:OutofHospitalCardiopulmonaryArrest（院外心停止患者）

OPA:OropharyngealAirway（口咽頭エアウェイ）

OSHA:OccupationalSafetyandHealthAdministration（職業安全衛

生管理局）

PDCA:Plan,Do,Check,Action（計画、実行、評価、改善）

PFD:PersonalFlotation［Floating］Device（救命胴衣、ライフジャケッ

ト）

PLS:ProlongedLifeSupport（長期救命措置）

PPE:PersonalProtectiveEquipment（個人用防護具）

PREP:Prevention、Recognition、Education、Preparation（予防、（事

例と想定の）評価、教育、準備）

RICE:Rest,Ice,Compression,Elevation（安静、冷却、圧迫、挙上）

RID:Recognition、Intrusion、Distraction（認知、闖入、注意散漫）

ROSC:ReturnofSpontaneousCirculation（自己心拍再開）

RWI:RecreationalWaterIllness（レクリエーション水病）

SAMPLE:SignsandSymptoms;Allergies;Medications;Pertinent

PastMedicalHistory;LastOralIntake;EventsLeadinguptotheInci-

dent（症状、アレルギー、服用薬、関連する既往歴、最後に経口摂取した

もの、事件に至る経過）113

SCA:SuddenCardiacArrest（突然の心停止）

SIDS:SuddenInfantDeathSyndrome（乳児突然死症候群）

成蹊法学80号 論 説

（ ）167 258

112ロマノ・ワード（RomanoWard）症候群ともいわれる。

113被害者の二次的評価をおこなう際の確認項目である。SeeAMERICAN RED

CROSS,supranote43,at216.
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V-fib:Ventricularfibrillation（心室細動）

VGBA:VirginiaGraemeBakerPoolandSpaSafetyAct（ヴァジニア・

グレアム・ベーカー・プールおよびスパ安全法）

V-tach:Ventriculartachycardia（心室（性）頻拍）

WBGT:WetBulbGlobeTemperature（湿球黒球温度）

WHO:WorldHealthOrganization（世界保健機関）

［注記］校了の後、2014年５月28日に、日本精神神経学会が、合衆国の

「精神障害と診断と統計の手引（DiagnosticandStatisticManualof

MentalDisorders）」の2013年改訂版である「DSM-V」における病名・

症例名の日本語訳を公表した。そこでは、差別意識を生まないことを目的

として、「DSM-IV」（1994年）の日本語訳で用いられていた「性同一性障

害」が「性別違和」へと変更されている。

プールの安全管理をめぐる法制度（上）：「ライフセービングと法」の研究（２）

（ ）168257
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